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兵庫県町村会創立100周年記念シンポジウム 

～未来を切り拓く地方自治体の将来像～ の開催 

  

今年度、兵庫県町村会が創立100周年（大正９年10月23日創立）を迎えることから、

兵庫県及び兵庫県町村会の共催で、標記の記念シンポジウムを開催します。 

去る６月26日に答申された「2040年頃から逆算し顕在化する諸課題に対応するた

めに必要な地方行政体制のあり方等に関する答申（国の第32次地方制度調査会答申）」

や、2050年頃を展望する兵庫づくりの基本方向を定める新しい将来ビジョンの検討

を踏まえ、全国に先駆けて、兵庫から地方自治体の将来像を発信するシンポジウム

となります。 

 

記 

 

１ 開催趣旨 

人口減少と少子高齢化の加速等により、地域社会を支える人材の確保、老朽化

するインフラへの対処、ポストコロナ社会への対応等、様々な課題が顕在化する

中、兵庫を取り巻く環境変化を踏まえた新しい将来ビジョンの策定に臨む本県と

県内市町をはじめ、各地方自治体が未来を拓くための視点を考える契機とする。 

 

２ 日時・場所 

令和２年８月21日（金）13:30～16:30 

兵庫県公館「大会議室」（神戸市中央区下山手通４丁目４番１号） 

 

３ 内容 

【基調講演】 

《講師》地方公務員共済組合連合会理事長    岡崎 浩巳 

（元総務事務次官、第 32 次地方制度調査会委員） 

《演題》「地方行政の課題と第 32 次地方制度調査会の答申」 

  【パネルディスカッション】 

   《パネリスト》地方公務員共済組合連合会理事長 岡崎 浩巳 

島根県雲南市長         速水 雄一 

岡山県西粟倉村長        青木 秀樹 

大阪大学大学院法学研究科教授  北村   亘 

兵庫県副知事          金澤 和夫 

兵庫県町村会会長        庵逧 典章 

   《司会者》  時事通信社神戸総局長      丸山 実子 

 

４ 参加者 

約100名（県内自治体関係者等） 

  「ひょうごチャンネル」（ライブ配信）において広く視聴可能 

https://web.pref.hyogo.lg.jp/kk25/200821symposium.html 

（ 資 料 配 付 ） 



 

５ 主催 

  兵庫県、兵庫県町村会 

後援   

総務省（申請中）、全国町村会、兵庫県市長会、兵庫県市議会議長会、 

兵庫県町議会議長会、兵庫県市町村振興協会、神戸新聞社、朝日新聞社、 

読売新聞社、毎日新聞社、産経新聞社、日本経済新聞社、時事通信社、 

共同通信社 

 

６ 主な新型コロナウイルス感染防止対策 

・座席間の十分な距離を確保し、定員の２分の１以下に参加者を限定 

・入場前にマスク着用の確認・手指の消毒・検温等の感染防止策を実施 

・壇上の講演席・パネリスト席等に、飛沫感染防止のためのアクリル板を設置 

・「兵庫県新型コロナ追跡システム」の活用 

 

 

 

【問い合わせ先】 

兵庫県企画県民部企画財政局市町振興課企画班 TEL 078-362-3093 

兵庫県町村会総務課                          TEL 078-331-0481 
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基調講演（13:35～14:05） 
【演題】 

地方行政の課題と第 32 次地方制度調査会の答申 

【講師】 
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地方公務員共済組合連合会理事長 

元・総務事務次官 

第３２次地方制度調査会委員 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

  パネルディスカッション（14:10～16:30） 
 

【司会】   丸
まる
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  実
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 子
こ

 氏  時事通信社神戸総局長 

【パネリスト】 

      速
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 氏 

     島根県雲南市長 
山陰合同銀行乃木支店長を務めた後、平成３年、島根県加茂町長に就任。大原

郡、飯石郡の６町合併により雲南市が誕生し、平成１６年１１月、初代・雲南市

長に就任（現在４期目）。雲南市の取組は、平成２９年度「ふるさとづくり大賞」

（総務大臣表彰）を受賞した。 

 

青
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  秀
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き

 氏 

岡山県西粟倉村長  

大阪での民間勤務等を経て、平成７年より西粟倉村議会議員を務めた後、平成

２３年９月、西粟倉村長に就任（現在３期目）。西粟倉村の取組は、平成３０年

度「ふるさとづくり大賞」（総務大臣表彰）を受賞した。 
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大阪大学大学院法学研究科教授 

平成１０年、京都大学大学院法学研究科博士後期課程修了。英国オクスフォー

ド大学上級客員研究員、世界銀行短期コンサルタント、大阪市立大学大学院法学

研究科准教授等を経て、平成２５年より現職。（専門は、行政学、中央地方関係、

地方自治など） 
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 氏       地方公務員共済組合連合会理事長 
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        兵庫庫県副知事 

庵
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        兵庫県町村会長・佐用町長 

 

 

【略 歴】 

昭和５１年 自治省（現 総務省）入省。 

秋田県財政課長、北海道財政課長、長崎県総務部長などを経て、以下の要職を歴任。  

平成１７年 総務省官房審議官（税務担当） 

平成１９年 総務省総括審議官（政策企画担当）  

平成２１年 総務省自治税務局長  

平成２４年 消防庁長官  

平成２５年 総務事務次官 

平成２８年１１月より現職 

第３２次地方制度調査会（２０４０年頃から逆算し顕在化する諸課題に対応するため

に必要な地方行政体制のあり方等について答申）において、委員を務めた。 


